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本資料は、JSCCに関する情報提供のみを目的とするものであり、本文書に掲載されている情報の正確性については万全を期しておりますが、JSCCは、この文書の情報を用いて行われる一切の行為に
ついて、何ら責任を負うものではありません。本資料には、将来に関する記述が含まれております。こうした記述は、本資料作成時点における入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実
な要因に係る仮定を前提としており、かかる記述及び仮定は将来実現する保証はなく、実際の結果と大きく異なる可能性があります。また、事業戦略など、将来の見通しに関する事項はその時点で
のJSCCの認識を反映しており、一定のリスクや不確実性が含まれております。そのため、将来の見通しと実際の結果は必ずしも一致するものではありません。JSCCは、これらの将来の見通しに関す
る事項を常に改定する訳ではなく、またその責任も有しません。

JSCCについて

公開情報

規制当局からの免許・認証取得状況
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JSCCについて
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株式会社日本証券クリアリング機構（以下「JSCC 」という）は、日本で最初に証券取引法に基づく「証券取引清算機関」
（現在の「金融商品取引清算機関」）として有価証券債務引受業（現在の金融商品債務引受業）の免許を取得し、2003年1月14
日から取引所取引に係る清算業務を開始しました。

JSCCの誕生により、各取引所が個別に行っていた証券取引の清算が一元的に行われるようになり、市場におけるポスト・ト
レード処理の効率性・利便性が飛躍的に向上しました。

また、店頭（OTC）デリバティブ取引や国債店頭取引、さらには商品先物取引法に基づく許可を受けた「商品取引清算機関」
として商品デリバティブ取引にも取扱範囲を拡大するとともに、継続的に提供機能を強化・改善することで市場の持続的な発展
につながるよう努めております。

経営の基本理念

当社は、市場の中核インフラとして、的確なリスク管理態勢の下、

市場の効率性、利便性及び安全性の向上を追求し、

市場の持続的な発展に資する。

経営の基本理念
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沿革

JSCCは、業務開始以来、着実にサービスの提供範囲を拡大させ、現在は、取引所取引、店頭（OTC）デリバティブ取引（CDS
取引及び金利スワップ取引）及び国債店頭取引の清算業務を行っており、さらに、海外ユーザーへのサービス提供の拡大を図っ
ています。

2002年7月 国内5証券取引所及び日本証券業協会の出資により設立

2003年1月 有価証券債務引受業（現在の金融商品債務引受業）に係る免許を取得し、現物取引に係る清算業務を開始

2004年2月 （株）東京証券取引所の上場デリバティブ取引に係る清算業務開始

2010年7月 PTS取引に係る清算業務開始

2011年7月 CDS（クレジットデフォルトスワップ）取引の清算業務を開始

2012年10月 金利スワップ取引の清算業務を開始

2013年7月 （株）大阪証券取引所（現（株）大阪取引所）の上場デリバティブ取引に係る清算機能を統合

2013年10月 （株）日本国債清算機関と合併（存続会社はJSCC）し、国債店頭取引に係る清算業務を開始

2015年4月 欧州証券市場監督局（ESMA）による第三国CCP（Third-Country CCP）の認証の取得

2015年9月 豪州におけるPrescribed CCPへの指定

2015年10月 米国商品先物取引委員会（CFTC）からのDerivatives Clearing Organization登録免除

2016年8月 香港におけるATS-CCP及びdesignated CCPとしての承認

2017年5月 CFTCからのDCO 登録免除の対象となる清算取引の範囲の拡大

2018年1月 スイス連邦金融市場監督機構（FINMA）からの外国CCPとしての認証の取得

2018年5月 国債の決済期間の短縮化（Ｔ＋１化）

2019年7月 株式等の決済期間の短縮化（Ｔ＋２化）

2020年7月
(株)日本商品清算機構との合併（存続会社はJSCC）に伴い、(株)大阪取引所、(株)東京商品取引所及び大阪堂島商品
取引所（現（株）堂島取引所）の商品デリバティブ取引に係る清算業務を開始

2021年1月 ETFの設定・交換の決済に係る清算業務を開始
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JSCCは、以下の図のとおり幅広い取引に対する清算サービスの提供を実現しています。

JSCCの役割と清算サービス

取引所取引等

OTC取引売買

清算

CDS IRS 国債

東京証券取引所

大阪取引所札幌証券取引所

名古屋証券取引所

福岡証券取引所

Cboe ジャパン PTS

ジャパンネクストPTS

株式・CB・REIT・ETF

債務の引受・負担

東京商品取引所

堂島取引所

先物・オプション *1

証券等決済
資金決済

資金決済

証券等決済 証券保管振替機構／日本銀行 *2

日本銀行／資金決済銀行

*1 大阪取引所の金融デリバティブ取引及び商品デリバティブ取引（貴金属、ゴム、農産物、原油等）、東京商品取引所の商品デリバティブ取引（エネ
ルギー、中京石油）及び堂島取引所の商品デリバティブ取引（農産物、砂糖、貴金属）に対する清算サービスを提供。

*2 商品の現物決済については倉荷証券等により決済。

ネッティング

大阪デジタルエクスチェンジPTS
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債務引受額 ネッティング後の
受渡代金

主要指標（2022年4月-2023年3月）

株式等の取引※

に係る一日平均

債務引受額

金融デリバティブ

取引に係る一日

平均債務引受額4.5兆円

※ 貸借・品貸及びETF設定・交換
を含む

4兆5千億円

株式等の取引※に係る受渡代金の
ネッティングによる削減比率（一日平均）

（兆円）

※貸借・品貸及び
ETF設定・交換を含む

2,308億円

94.9%

削減

31兆1千億円

国債店頭取引に係る受渡代金の
ネッティングによる削減比率（一日平均）

（兆円）

70.8%

削減

106兆4千億円

商品デリバティブ

取引に係る一日

平均債務引受額

CDS取引に係る

一サイクル平均

債務負担額※

金利スワップ

（IRS）取引に係る

一日平均債務

負担額

国債店頭取引

に係る一日平均

債務引受額

10.5兆円

※ ミニ取引及びオプション取引を含む

0.2兆円 484億円

※ インデックス取引とシングルネー
ム取引の合計額

5.7兆円 106兆円
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中期経営計画について

JSCCは、2022年度から2024年度の中期経営計画として、「幅広い市場への清算対象の拡大」、「世界最高水準の清算サービ
スの提供」及び「関連するポストトレード業務へのサービス提供」の3つの経営方針を掲げ、経営方針実現に向けた５つの重点
課題に係る以下の諸施策に取り組んでいます。

重点課題 市場 具体的な施策

①現物市場における
未清算取引の取り込み

株式市場 ⚫ さらなる清算対象の拡大に向けた検討

国債市場
⚫ 清算未利用先の取込みに向けた利便性向上

（当初証拠金・清算基金の預託手続等の見直し）

②デリバティブ市場における
国際競争力の強化

上場デリバティブ市場
⚫ 市場活性化に向けた取引所の新商品・新制度導入への対応（短期金利先物、

ESG関連指数先物等の新商品上場対応、取引時間延伸対応等）

OTCデリバティブ市場
⚫ 円金利スワップ清算における清算対象拡大、利便性向上のための清算制度
改善（金利スワップと短期金利先物のクロスマージンの導入）

⚫ 清算拡大に向けたCDS取引の対象銘柄等の拡大、未利用先への働きかけ

③グローバル・ベスト
プラクティスを踏まえた
清算業務の継続的改善

株式市場 ⚫ 米国での検討の進むさらなる決済期間短縮化への対応

上場デリバティブ市場
⚫ VaR方式証拠金への移行
⚫ 海外主要清算機関の取組みを踏まえた取引証拠金・清算基金制度の総合的
見直し

OTCデリバティブ市場 ⚫ 海外主要清算機関の取組みを踏まえた利便性向上

④強靭な事業継続
体制の構築

市場共通 ⚫ さらなるレジリエンス向上をはじめとした事業継続体制の強化

⑤新技術などを活用した
既存サービスの改善、
新規サービスの開拓

新技術の活用、応用
⚫ 新技術の既存業務への活用・新サービスの開発（ゴム先物取引の受渡決済

に実装したトークン化技術の活用対象拡大）
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規制当局からの免許・認証取得状況

• JSCCは、2003年1月の業務開始にあたり、金融商品取引法第２条第29項に定義される金融商品取引清算機関として金融商品
債務引受業*の免許を取得しております。

• また、2020年7月に株式会社日本商品清算機構の持つ清算機能を統合して商品市場に係る清算業務を承継するにあたり、商品
先物取引法第２条第18項に定義される商品取引清算機関として商品取引債務引受業の許可を取得しております。

日本の規制当局からの免許取得状況

海外の規制当局からの認証等の取得状況

【米国】Exempt DCO（対象業務：金利スワップ清算業務、CDS清算業務）

• 2015年10月、米国商品先物取引委員会（CFTC）より、金利スワップ取引の清算業務に係る米国商品取引所法上のデリバティブ
清算機関（Derivatives Clearing Organization：DCO）としての登録義務について、同法Section 5b(h)に基づく免除決定
（Order of Exemption from Registration）を受けました。

• 2017年5月、登録免除の対象である清算取引の範囲をCFTCの管轄対象の全てのスワップ取引に拡大する決定を受けました。

• 米国人（U.S. Person）に該当する清算参加者及び清算参加者のアフィリエイトは、JSCCが清算を取り扱う全てのCFTCの管轄
対象となるスワップ商品について、JSCCの清算サービスの利用により、米国商品取引所法上の清算集中義務を履行することが可
能です。

【欧州連合】第三国CCP（対象業務：全清算業務）

• 2015年4月、欧州証券市場監督局（ESMA）より、2012年7月に採択された欧州市場インフラ規制（EMIR）Article 25に基づく
第三国CCP（Third-Country CCP） としての認証を受けました。

• 第三国CCPの認証により、欧州連合（EU）の金融機関は、EMIRが求める店頭デリバティブに係る清算集中義務について、JSCC
の清算サービスを利用することにより、その義務を履行することが可能になりました。

• また、この認証により、JSCCはEU資本規制上のQualifying Central Counterparty（QCCP）とみなされます。EU資本規制上、
QCCP以外の清算機関で取引の清算を行ったEUの金融機関は、その取引に関して高い資本賦課が求められますが、JSCCがQCCP
とみなされたことで、EUの金融機関にとって、このような資本規制の影響を受けることなく、JSCCの利用が可能になりました。

*2003年1月時点では証券取引法に基づく有価証券債務引受業
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規制当局からの免許・認証取得状況

【豪州】Prescribed CCP（対象業務：金利スワップ清算業務）

• 2015年9月、豪州当局より、豪州の店頭デリバティブ関連法令であるCorporations Amendment (Central Clearing and 
Single-Sided Reporting) Regulation 2015（Select Legislative Instrument No.157, 2015）7.5A.63に基づくPrescribed 
CCP としての指定を受けました。

• 豪州の金融機関は、豪州の店頭デリバティブ取引に係る清算集中義務について、JSCCの清算サービスを利用することにより、そ
の義務を履行することが可能です。

【香港】ATS-CCP及びdesignated CCP（対象業務：金利スワップ清算業務）

• 2016年8月、金利スワップの清算業務に関し、香港の証券先物条例（Securities and Futures Ordinance）に基づき、JSCCが香
港法人を相手にOTCデリバティブ清算業務を行う上で必要な資格であるATS-CCP及び取引当事者が香港の清算集中義務を履行す
る上で利用可能な清算機関であるdesignated CCP として、香港証券先物取引委員会（SFC）より承認（ATS-CCP承認通知書・
designated CCP決定通知書を受領）を受けました。

• 香港の金融機関は、香港の店頭デリバティブ取引に係る清算集中義務について、JSCCの清算サービスを利用することにより、そ
の義務を履行することが可能です。

【スイス】外国CCP（対象業務：金利スワップ清算業務）

• 2018年1月、金利スワップの清算業務に関し、スイス連邦金融市場監督機構（Swiss Financial Market Supervisory 
Authority：FINMA）より、金融市場インフラ法（Financial Market Infrastructure Act：FMIA）第60条に基づく外国CCP
（Foreign Central Counterparty）としての認証を受けました。

• スイスの金融機関は、スイスの店頭デリバティブに係る清算集中義務について、JSCCの清算サービスを利用することにより、そ
の義務を履行することが可能です。

【英国】第三国CCP（対象業務：全清算業務）

• 2018年11月、英国中央銀行であるBank of England（BOE）に対し、The Central Counterparties (Amendment, etc., and 
Transitional Provision) (EU Exit) Regulations 2018に基づく第三国CCPの認証取得のための申請書を提出し、BOEから、JSCC
が外国CCPとして英国でサービスを提供することについて暫定的な認証を取得しました。

海外の規制当局からの認証等の取得状況 -続き
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リスク管理の枠組み
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リスク管理の枠組み

JSCCは、清算機関として債務引受・債務負担を行い、個々の取引相手の信用リスクを負うため、そのリスクを適切に把
握・管理する必要があります。そのため、JSCCでは、清算参加者制度を設け、清算参加者に対して一定の参加基準を満たす
ことを求めるとともに、常に清算参加者の状況をモニタリングしています。

また、JSCCは、清算参加者の有するポジションに係るリスク管理のため、担保制度を設け、清算参加者に担保の預託を
求めています。

加えて、万が一清算参加者が破綻した場合に発生し得る損失に備え、清算業務ごとに重層的な損失補償スキームを構築し
ています。

清算参加者制度

JSCCは、清算資格の種類ごとに資格要件を定めるとともに、資格要件にはそれぞれ取得基準と維持基準を設けています。また、
清算資格には自社清算資格と他社清算資格の2区分を定めています。自社清算資格は自らの取引（顧客からの委託分を含みま
す。）の清算のみが行える資格、他社清算資格は自らの取引（顧客からの委託分を含みます。）だけでなく、他の金融商品取引業
者が行った取引の清算も行える資格です。

あわせて、JSCCは、清算参加者の経営体制、業務執行体制及び財務状況を定期的にモニタリングしています。問題があると認
められた場合は、当該清算参加者の債務について引受けを停止することができるほか、清算資格の取消しを行うことが可能となっ
ています。

担保制度

JSCCは、清算参加者の有するポジションに係るリスク管理のため、清算参加者に担保の預託を求めています。担保の種類や計
算方法は、取引種別ごとに異なります。

損失補償スキーム

清算参加者が破綻した場合、JSCCは、まずその清算参加者に対し、決済に係る代金や証券及び預かっている担保の引渡しを停
止します。その後は、取引の種別に定められた損失補償スキームに則ってポジションの処理が行われます。

損失補償スキームは、まず破綻清算参加者に負担を求める（デフォルターズ・ペイ）こととしており、その後に、破綻清算参加
者以外の清算参加者に負担を求める（サバイバーズ・ペイ）こととしています。ただし、清算機関としてのリスク管理を適切に行
うためのインセンティブを保つため、サバイバーズ・ペイに先立って、JSCCの負担による補償を行うこととしています。
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1. 取引所取引に係るリスク管理

清算参加者制度

金融商品取引業者

担保管理

損失補償スキーム

清算参加者の破綻によりJSCCに損失が発生した場合には、以下の順位によって補填します。

現物取引に係る清算資格の主な取得基準

登録金融機関

項 目 自社清算資格 他社清算資格

資本金の額 3億円以上 3億円以上

純財産額 20億円以上 200億円以上

自己資本規制比率 200%超 200%超

項 目 自社清算資格 他社清算資格

資本金の額又は出資の総額 3億円以上 3億円以上

純資産額 20億円以上 200億円以上

自己資本比率
国際統一基準

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5 %超
(2) Tier1比率 6 %超
(3) 総自己資本比率 8 %超

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5 %超
(2) Tier1比率 6 %超
(3) 総自己資本比率 8 %超

国内基準 4%超 4%超

ソルベンシー・マージン比率 400%超 400%超

担保の種類 概 要

当初証拠金

• 過去250日間の価格変動のうち、99%をカバーする水準の価格変動が生じた場合
における想定損失等をカバーすべく預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。
• その他、リスク量が一定の基準を超える規模である場合には、証拠金の引上げを

行う。

清算基金

• 極端であるが現実に起こりうる市場環境下において発生しうる損失額が当初証拠
金を超過する清算参加者上位2社を抽出し、当該2社が同時に破綻した場合に、当
該破綻参加者の預託する証拠金が不足することで発生する損失をカバーすべく預
託を求めるもの。

• 所要額は毎月見直し。

決済促進担保
• 現物取引のDVP決済において、証券を早期に受領するための担保として参加者が

任意に預託を行うもの。

1-1. 現物取引に係るリスク管理

第1順位 破綻清算参加者の預託している担保

第2順位 各市場による損失補償（118.1億円）*1

第3順位 JSCCによる補填（証券取引等決済保証準備金 200億円） *1 *2

第4順位 破綻清算参加者以外の清算参加者の清算基金

第5順位 破綻清算参加者以外の清算参加者による特別清算料

*1 2023年6月30日時点

*2 現物取引、金融デリバティブ
取引分を合算した金額
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1. 取引所取引に係るリスク管理

清算参加者制度 担保管理

金融デリバティブ取引に係る清算資格の主な取得基準

* SPAN®とは：シカゴ・マーカンタイル取引所（Chicago Mercantile 
Exchange）が開発したリスクベースの証拠金計算方法及びシステム。

担保の種類 概 要

取引証拠金

• 価格・ボラティリティの変動のうち、99%をカバーする水準の変動が生じた場
合の想定損失等をカバーすべく、預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。算出にはSPAN®*の仕組みを利用。
• その他、リスク量などが一定の基準を超える規模である場合には、取引証拠金

の引き上げを行う。

日中取引証拠金
• 午前11時時点（国債先物取引及び金利先物取引においては午前立会終了時点）

において、取引証拠金所要額を再計算し、預託額が当該所要額に満たない場合
には、当日の午後2時までに預託を求めるもの。

清算基金
（金融デリバティブ
取引に係るもの）

• 極端ではあるが現実に起こりうる市場環境下において発生しうる損失額が取引
証拠金を超過する清算参加者上位2社を抽出し、当該2社が同時に破綻した場合
に、当該破綻参加者の預託する取引証拠金が不足することで発生する損失をカ
バーすべく預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。

清算基金
（商品デリバティブ
取引に係るもの）

• 極端ではあるが現実に起こりうる市場環境下において発生しうる損失額が取引
証拠金を超過する清算参加者上位1社及び純財産額／純資産額が下位の5社の清
算参加者を抽出し、当該6社が同時に破綻した場合（ただし、原油先物等清算資
格については、損失額が取引証拠金を超過する清算参加者上位2社が同時に破綻
した場合）に、当該破綻参加者の預託する取引証拠金が不足することで発生す
る損失をカバーすべく預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。

1-2. 上場デリバティブ取引に係るリスク管理

商品デリバティブ取引に係る清算資格の主な取得基準

「1-1. 現物取引に係るリスク管理」における「現物取引に係る清算資格の主な
取得基準」と同様

金融商品取引業者、商品先物取引業者

登録金融機関

項 目 自社清算資格 他社清算資格

資本金の額 3億円以上 3億円以上

純財産額／純資産額 20億円以上 200億円以上

自己資本規制比率
／純資産額規制比率

200%超 200%超

当業者等

項 目 自社清算資格

資本金の額 3億円以上

純財産額／純資産額 20億円以上

自己資本の充実の状況 保有する資産等に照らし、自己資本の充実の状況が適当であること

「1-1. 現物取引に係るリスク管理」、「現物取引に係る清算資格の主な取得基
準」における「登録金融機関」の基準と同様

損失補償スキーム

清算参加者の破綻によりJSCCに損失が発生した場合には、以下の順位によって補填します。

第1順位 破綻清算参加者の預託している担保

第2順位 各市場による損失補償（金融デリバティブ取引分：174.5億円、商品デリバティブ取引分：91.2億円）*1

第3順位 JSCCによる補填（証券取引等決済保証準備金 200億円*2 、商品先物等決済保証準備金 23.7億円） *1

第4順位 破綻清算参加者以外の清算参加者の清算基金

第5順位 破綻清算参加者以外の清算参加者による特別清算料（第一特別清算料） *³

第6順位 破綻後における変動証拠金等の累計が勝ち方の清算参加者による補填（第二特別清算料）

*2 現物取引、金融デリバティブ
取引分を合算した金額

*³ 最初の破綻から30日まで（そ
の間に破綻が発生した場合に
は、当該破綻処理の完了ま
で）に発生した参加者破綻に
ついては、清算基金所要額の
3倍の額を上限とする。

*1 2023年6月30日時点
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2. OTCデリバティブ取引に係るリスク管理

清算参加者制度

金融商品取引業者

担保管理

損失補償スキーム

清算参加者の破綻によりJSCCに損失が発生した場合には、以下の順位によって補填します。

CDS取引に係る清算資格の主な取得基準

登録金融機関

項 目 基 準

自己資本額 1,000億円以上

自己資本規制比率 200%超

信用状況* 相当の信用力を有すること

項 目 基 準

自己資本額 1,000億円以上

自己資本比率
国際統一基準

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5%超
(2) Tier1比率 6%超
(3) 総自己資本比率 8%超

国内基準 4%超

ソルベンシー･マージン比率 400%超

信用状況* 相当の信用力を有すること

担保の種類 概 要

当初証拠金

• 過去750日間における5日間のマーケットデータ及び過去最大の価格変動につい
て保有期間を通常の2倍（10日間）としたマーケットデータを基にシナリオを
組成し、当日のマーケットデータを当該各シナリオに基づき変化させた場合の
NPV*の変動額をカバーすべく、預託を求めるもの（ヒストリカルシミュレー
ション（期待ショートフォール）方式）。

• 所要額は毎日見直し。
• このほか、CDS 取引の特性を考慮した各種のチャージ額を以下のとおり加算。
✓ 参照組織にクレジット・イベントが発生した場合のリスクをカバーするた

め、CDSの売方に対し一定額を加算（ショート・チャージ）。
✓ 銘柄ごとの流動性リスクをカバーするため、銘柄に応じた額を加算（ビッ

ド・オファー・チャージ）。
✓ クレジット・イベント発生からクレジット・イベント決済までのリスクを

回避するため、クレジット・イベント発生銘柄について一定額を加算（ク
レジット・イベント証拠金）。

✓ インデックスCDSを構成する参照組織にリストラクチャリング（クレジッ
トイベントの一種）が発生して分離されたシングルネームCDSに対して、
そのリスクをカバーする額を当初証拠金に加算（シングルネーム証拠金）。

変動証拠金
• 日々の価格変動をカバーすべく、日々の価格変動に伴うNPV*の変動分を現金に

より授受するもの。

清算基金

• 極端であるが現実に起こりうる市場環境下において発生しうる損失額が当初証
拠金を超過する清算参加者上位2社を抽出し、当該2社が同時に破綻した場合に、
当該破綻参加者の預託する証拠金が不足することで発生する損失をカバーすべ
く預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。

第1順位 破綻清算参加者の預託している担保

第2順位 JSCCによる補填（15億円）*1

第3順位 破綻清算参加者以外の清算参加者の清算基金及びJSCCによる補填 （15億円）*1

第4順位 破綻清算参加者以外の清算参加者による特別清算料 *2

第5順位 破綻後における変動証拠金等の累計が勝ち方の清算参加者による補填

2-1. CDS取引に係るリスク管理

*信用状況：清算参加者の格付けを判断要素の一つとしつつ、総合的に判断。

* NPV：Net Present Value
（正味現在価値）

*2 最初の破綻から30日まで（そ
の間に破綻が発生した場合に
は、当該破綻から30日まで）
に発生した参加者破綻につい
ては、清算基金の額を上限と
する。

*1 2023年6月30日時点
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清算参加者制度

金融商品取引業者

担保管理

損失補償スキーム

清算参加者の破綻によりJSCCに損失が発生した場合には、以下の順位によって補填します。

金利スワップ取引に係る清算資格の主な取得基準

登録金融機関

項 目 基 準

自己資本額 5,000万米ドル又は50億円のいずれか低い額以上

自己資本規制比率 200%超

信用状況* 相当の信用力を有すること

項 目 基 準

自己資本額 5,000万米ドル又は50億円のいずれか低い額以上

自己資本比率
国際統一基準

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5%超
(2) Tier1比率 6%超
(3) 総自己資本比率 8%超

国内基準 4%超

ソルベンシー･マージン比率 400%超

信用状況* 相当の信用力を有すること

担保の種類 概 要

当初証拠金

• 過去1250日間における5日間（顧客取引については7日間）のマーケットデータ
及び過去の大きなストレスイベントにおける金利変動を基にシナリオを組成し、
当日のマーケットデータを当該各シナリオに基づき変化させた場合のNPV*の変
動額をカバーすべく、預託を求めるもの（ヒストリカルシミュレーション（期
待ショートフォール）方式）。

• 所要額は毎日見直し。
• その他、リスクの規模に応じて、当初証拠金割増しを行う（流動性チャージ）。

変動証拠金
• 日々の価格変動をカバーすべく、日々の価格変動に伴うNPV*の変動分を現金に

より授受するもの。

日中証拠金
• 正午時点の清算参加者のポジションについて、直近のマーケットデータを用い

て再計算した当初証拠金相当額に、直近のマーケットデータで再計算した変動
証拠金相当額を加減した額について、当日中に預託を求めるもの。

清算基金

• 極端であるが現実に起こりうる市場環境下において発生しうる損失額が当初証
拠金を超過する清算参加者上位2社を抽出し、当該2社が同時に破綻した場合に、
当該破綻参加者の預託する証拠金が不足することで発生する損失をカバーすべ
く預託を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。

第1順位 破綻清算参加者の預託している担保

第2順位 JSCCによる補填（20億円）*1

第3順位 破綻清算参加者以外の清算参加者の清算基金及びJSCCによる補填（20億円）*1

第4順位 破綻清算参加者以外の清算参加者による特別清算料 *2

第5順位 破綻後における変動証拠金等の累計が勝ち方の清算参加者による補填

2-2. 金利スワップ取引に係るリスク管理

2. OTCデリバティブ取引に係るリスク管理

*信用状況：清算参加者の格付けを判断要素の一つとしつつ、総合的に判断。

*1 2023年6月30日時点

*2 最初の破綻から30日まで
（その間に破綻が発生した
場合には、当該破綻から30
日まで）に発生した参加者
破綻については、清算基金
の額を上限とする。

* NPV：Net Present Value
（正味現在価値）
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担保の種類 概 要

当初証拠金

• 清算参加者が決済を履行しない場合の時価変動リスク、変動証拠金等の資金決済
不履行リスク、レポレート変動リスク、市場流動性リスクをカバーするもの。

• 時価変動リスクに対応する部分の所要額は、過去250日及び500日（それぞれ対象
期間以外の過去の大きなストレスイベントにおけるマーケットデータも考慮）に
おける国債時価の3日間変動幅の99%以上がカバーされる水準としている。

• 資金決済不履行リスクに対応する部分の所要額は、売買及び銘柄先決めレポ取引
については、過去120営業日間における当該清算参加者の資金決済金額（対象取引
に係る変動証拠金及び受渡調整金）の上位20日分の平均額をカバーする水準とし
ている。銘柄後決めレポ取引については、当初証拠金の算出時点における変動証
拠金の預託額相当額及び受渡調整金の支払額相当額に基づき計算している。

• 1日に3回（7時、11時及び14時）算出。

変動証拠金
• 日々の価格変動をカバーすべく、値洗いを日々行いその変動分を現金により授受

するもの。

清算基金

• 極端であるが現実に起こりうる市場環境において発生しうる損失額が当初証拠金
を超過する清算参加者上位2社を抽出し、当該2社が同時に破綻した場合に、当該
破綻参加者の預託する証拠金が不足することで発生する損失をカバーすべく預託
を求めるもの。

• 所要額は毎日見直し。

清算参加者制度

金融商品取引業者

担保管理

損失補償スキーム

清算参加者の破綻によりJSCCに損失が発生した場合には、以下の順位によって補填します。

国債店頭取引清算資格の主な取得基準

銀行等

項 目 自社清算資格 他社清算資格

資本金の額 3億円以上 3億円以上

純財産額 50億円以上 200億円以上

自己資本規制比率 200%超 200%超

項 目 自社清算資格 他社清算資格

資本金の額又は出資の総額 3億円以上 3億円以上

純資産額 50億円以上 200億円以上

自己資本比率
国際統一基準

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5%超
(2) Tier1比率 6%超
(3) 総自己資本比率 8%超

(1) 普通株式等Tier1比率 4.5%超
(2) Tier1比率 6%超
(3) 総自己資本比率 8%超

国内基準 4%超 4%超

ソルベンシー・マージン比率 400%超 400%超

第1順位 破綻清算参加者の預託している担保

第2順位 JSCCによる補填（17. 5億円） *1

第3順位 破綻清算参加者以外の清算参加者の清算基金及びJSCCによる補填（17. 5億円） *1

第4順位 破綻清算参加者以外の清算参加者による特別清算料 *2

第5順位 信託取引を有する清算参加者による清算基金及びJSCCによる補填

第6順位 信託取引を有する清算参加者による特別清算料 *3

第7順位 破綻後における変動証拠金等の累計が勝ち方の清算参加者による補填

3. 国債店頭取引に係るリスク管理

*1 2023年6月30日時点

*2  最初の破綻から30日まで
（その間に破綻が発生した
場合には、当該破綻から30
日まで）に発生した参加者
破綻については、清算基金
の額を上限（ただし、信託
取引を有する清算参加者の
信託口に係る負担は、信託
取引に応じて按分負担する
額を上限）とする。

*3  最初の破綻から30日まで
（同上）に発生した参加者
破綻については、清算基金
の額を上限（ただし、第4順
位で負担した額を除く）と
する。
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上場株式等

JSCCは取引所取引清算サービス、CDS清算サービス、金利スワップ取引清算サービス、国債店頭取引清算サービスにおいて、以下の取引の清算を行っています。

上場デリバティブ商品

国内株価指数

日経平均株価（日経225）

日経225先物

日経225 mini

日経225マイクロ先物

日経225オプション

日経225ミニオプション

東証株価指数（TOPIX）

TOPIX 先物

ミニTOPIX 先物

TOPIXオプション

JPX日経インデックス400
JPX日経インデックス400先物

JPX日経インデックス400オプション

TOPIX Core 30 TOPIX Core 30先物

Russell/Nomura Prime インデックス RNプライム指数先物

東証銀行業株価指数
東証銀行業株価指数先物

東証銀行業株価指数オプション

東証マザーズ指数 東証マザーズ指数先物

S&P/JPX 500 ESGスコア・ティルト指
数（傾斜0.5）

S&P/JPX 500 ESGスコア・ティルト
指数先物

FTSE JPXネットゼロ・ジャパン500イ
ンデックス

FTSE JPXネットゼロ・ジャパン500
指数先物

日経平均気候変動1.5℃目標指数 日経平均気候変動1.5℃目標指数先物

海外株価指数

ダウ・ジョーンズ工業株平均株価 NYダウ先物

台湾加権指数 台湾加権指数先物

FTSE中国50インデックス FTSE中国50先物

配当指数 日経平均・配当指数 日経平均・配当指数先物

ボラティリティ・
インデックス

日経平均ボラティリティー・
インデックス

日経平均VI先物

REIT指数 東証REIT指数
東証REIT指数先物

東証REIT指数オプション

トータルリターン・
インデックス

日経平均トータルリターン・インデック
ス

日経平均トータルリターン・インデッ
クス先物

国債証券

中期国債標準物（3%、5年） 中期国債先物

長期国債標準物（6%、10年）
長期国債先物

長期国債先物オプション

4. 清算対象取引一覧（2023年6月30日現在）

日本国内全ての取引所
金融商品市場及び2つ
のPTSにおいて売買さ
れる有価証券の取引*

• 株式（内国株）
• 外国株
• ETF
• ETN
• REIT

• ベンチャーファンド
• カントリーファンド
• インフラファンド
• 優先株等
• 債券

• 転換社債型新株予約権
付社債

• 新株予約権証券
• 優先出資証券

国債証券
長期国債標準物の価格 ミニ長期国債先物

超長期国債標準物（3%、20年） ミニ超長期国債先物

金利
100からTONA3か月金利を差し引いて
得られる金融指標

TONA3か月金利先物

個別の有価証券 個別の有価証券 有価証券オプション

貴金属
（OSE上場商品）

金

金標準先物

金ミニ先物

金限日先物

金先物オプション

銀 銀先物

白金

白金標準先物

白金ミニ先物

白金限日先物

パラジウム パラジウム先物

ゴム
（OSE上場商品）

ゴム（RSS） ゴム（RSS3）先物

ゴム（TSR） ゴム（TSR20）先物

農産物
（OSE上場商品）

一般大豆 一般大豆先物

小豆 小豆先物

とうもろこし とうもろこし先物

原油等
（OSE上場商品）

CME原油等指数 CME原油等指数先物

エネルギー
（TOCOM上場商品）

石油

バージガソリン先物

バージ灯油先物

バージ軽油先物

ドバイ原油先物

電力

東エリア・ベースロード電力先物

西エリア・ベースロード電力先物

東エリア・日中ロード電力先物

西エリア・日中ロード電力先物

LNG（プラッツJKM) LNG（プラッツJKM)先物

中京石油
（TOCOM上場商品）

中京石油
中京ローリーガソリン先物

中京ローリー灯油先物

農産物・砂糖
（ODEX上場商品）

コメ 新潟コシＥＸＷ先物

とうもろこし とうもろこし50先物

米国産大豆 米国産大豆先物

小豆 小豆先物

粗糖* 粗糖先物

金 金限日先物

銀 銀限日先物

白金 白金限日先物

*ETFの設定及び交換に係る上場有価証券及び金銭の授受を含む。

*2022年10月4日より当分の間、立会休止。
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CDS取引

Index Name Effective Date Scheduled Termination Date Fixed Rate Relevant Standard Terms Supplement

iTraxx Japan Series 30 Version 1 20-Sep-2018 20-Dec-2023

100bps iTraxx Asia/Pacific Untranched Standard Terms Supplement 

iTraxx Japan Series 31 Version 1 20-Mar-2019 20-Jun-2024

iTraxx Japan Series 32 Version 1 20-Sep-2019 20-Dec-2024

iTraxx Japan Series 33 Version 1 23-Mar-2020 20-Jun-2025

iTraxx Japan Series 34 Version 1 23-Sep-2020 20-Dec-2025

iTraxx Japan Series 35 Version 1 22-Mar-2021 20-Jun-2026

iTraxx Japan Series 36 Version 1 21-Sep-2021 20-Dec-2026

iTraxx Japan Series 37 Version 1 22-Mar-2022 20-Jun-2027

iTraxx Japan Series 38 Version 1 20-Sep-2022 20-Dec-2027

iTraxx Japan Series 39 Version 1 20-Mar-2023 20-Jun-2028

Reference Entity
Scheduled 

Termination Date
Fixed Rate Transaction Type

• イオン
• ＡＮＡホールディングス
• 東海旅客鉄道
• 中部電力
• クレディセゾン
• 東日本旅客鉄道
• ＥＮＥＯＳホールディングス
• 富士通
• 阪急阪神ホールディングス
• 日立製作所
• 本田技研工業
• 伊藤忠商事
• 日本たばこ産業
• ＪＦＥホールディングス
• 鹿島建設
• 川崎重工業

• 川崎汽船
• 近鉄グループホールディングス
• 神戸製鋼所
• 小松製作所
• 九州電力
• 丸紅
• マツダ
• 三菱商事
• 三菱地所
• 三菱重工業
• 三井物産
• 三井化学
• 三井不動産
• 商船三井
• 日本電気
• 日本製紙

• 日本製鉄
• 日本電信電話
• 日本郵船
• 日産自動車
• 大林組
• 王子ホールディングス
• オリンパス
• オリックス
• パナソニック ホールディングス
• 楽天グループ
• ルネサスエレクトロニクス
• リコー
• 清水建設
• ソフトバンクグループ
• ソニーグループ
• 住友化学

• 住友商事
• 住友不動産
• 大成建設
• 武田薬品工業
• 関西電力
• 東北電力
• 東京電力ホールディングス
• 東芝
• トヨタ自動車
• 豊田通商
• 西日本旅客鉄道

債務負担日から起算
して10年3か月以内

100bps
Standard Japan
Corporate* 

インデックスCDS

シングルネームCDS

* ISDAが2014年9月に公表した「Credit Derivatives Physical Settlement Matrix」に規定されたStandard Japan Corporate 。

4. 清算対象取引一覧（2023年6月30日現在）
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4. 清算対象取引一覧-続き

金利スワップ取引

IRS Fix-Float

JPY-TONA-OIS-COMPOUND又はJPY-TONA-OIS-Compound（”OIS”）

JPY-TIBOR-ZTIBOR又はJPY-Euroyen TIBOR ("Z TIBOR") (1M,3M,6M) 

JPY-TIBOR-17097又はJPY-TIBOR ("D TIBOR") (1M,3M,6M)

Basis Swap-Tenor Swap (JPY)

Z TIBOR (1M,3M,6M)

D TIBOR (1M,3M,6M)

OIS

Basis Swap-Curve Swap

OIS vs Z TIBOR

OIS vs D TIBOR

Z TIBOR vs D TIBOR

国債店頭取引

• 売買

• 現金担保付債券貸借取引※1

• 銘柄先決め現先取引※1

• 銘柄後決め現先取引※2

• 利付国債 （物価連動国債を含む。個人向け国債を除く。）

• 割引国債

• 国庫短期証券

対象とする国債証券

※1 銘柄先決めレポ取引 ※2 銘柄後決めレポ取引
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取引所取引等に係る清算参加者（124社） 清算資格の区分 ○：自社清算参加者 ★：他社清算参加者
E特：ETF特別清算資格 登信：登録ETF信託銀行

5. 清算参加者一覧（2023年6月30日現在）

清算参加者名 現物清算資格
国債先物等
清算資格

指数先物等
清算資格

貴金属先物等
清算資格

ゴム先物等
清算資格

農産物先物等
清算資格

原油先物等
清算資格

エネルギー先
物等清算資格

堂島農産物先
物等清算資格

堂島砂糖先物
等清算資格

堂島貴金属先
物等清算資格

ETF
設定交換

● あ行

アーク証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

アイザワ証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

株式会社あおぞら銀行 － ○ － － － － － － － － － －

あかつき証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

アセットマネジメントOne株式会社 － － － － － － － － － － － E特

安藤証券株式会社 － ○ ○ － － － － － － － － －

いちよし証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

今村証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

岩井コスモ証券株式会社 ★ ○ ○ － － － － － － － － －

インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社 － ○ ○ － － － － － － － － －

ウィブル証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

ＨＳＢＣ証券株式会社 ○ ○ ○ ○ － － － － － － － －

永和証券株式会社 － ○ ○ － － － － － － － － －

エービーエヌ・アムロ・クリアリング証券株式
会社

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － －

auカブコム証券株式会社 － － ○ － － － － － － － － －

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

株式会社ＳＢＩ証券 ○ ○ ○ － － － － － － － ○ －

株式会社ＳＢＩ新生銀行 － ○ － － － － － － － － －

株式会社ＳＢＩネオトレード証券 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

ＦＦＧ証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

岡三証券株式会社 ★ ○ ○ － － － － － － － － －

岡三にいがた証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

岡地株式会社 － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

岡地証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

岡安商事株式会社 － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － －

岡安証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －



22

清算参加者名 現物清算資格
国債先物等
清算資格

指数先物等
清算資格

貴金属先物等
清算資格

ゴム先物等
清算資格

農産物先物等
清算資格

原油先物等
清算資格

エネルギー先
物等清算資格

堂島農産物先
物等清算資格

堂島砂糖先物
等清算資格

堂島貴金属先
物等清算資格

ETF
設定交換

● か行

木村証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社京都銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

共和証券株式会社 － ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

極東証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

クレディ・アグリコル証券会社 ○ ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

クレディ・スイス証券株式会社 ○ ○ ○ 〇 〇 ー 〇 ー ー ー ー ー

Global X Japan株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー E特

株式会社群馬銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

光世証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ー ー ー ー ー

株式会社コムテックス － － ー 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ー 〇 ー

ゴールドマン・サックス証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

● さ行

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキン
グ・コーポレイション・リミテッド

★ － － － － － － － － － － －

三晃証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

サンワード貿易株式会社 － － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ －

ＧＭＯクリック証券株式会社 ○ － ○ － － － － － － － － －

ＪＩＡ証券株式会社 ○ － ○ － － － － － － － － －

Ｊトラストグローバル証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

JPモルガン証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

株式会社静岡銀行 － ○ － － － － － － － － － －

株式会社七十七銀行 － ○ － － － － － － － － － －

シティグループ証券株式会社 － ★ ★ － － － － － － － － －

シティバンク、エヌ・エイ 東京支店 ★ － － － － － － － － － － －

株式会社証券ジャパン ○ ○ ○ － － － － － － － － －

株式会社商工組合中央金庫 － ○ － － － － － － － － － －

株式会社常陽銀行 － ○ － － － － － － － － － －

しんきん証券株式会社 ○ ○ － － － － － － － － － －

信金中央金庫 － ○ － － － － － － － － － －

シンプレクス・アセット・マネジメント株式会
社

－ － － － － － － － － － － E特

ソシエテ・ジェネラル証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － － －

5. 清算参加者一覧-続き
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5. 清算参加者一覧-続き

清算参加者名 現物清算資格
国債先物等
清算資格

指数先物等
清算資格

貴金属先物等
清算資格

ゴム先物等
清算資格

農産物先物等
清算資格

原油先物等
清算資格

エネルギー先
物等清算資格

堂島農産物先
物等清算資格

堂島砂糖先物
等清算資格

堂島貴金属先
物等清算資格

ETF
設定交換

● た行

株式会社だいこう証券ビジネス ★ ★ ★ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

大和アセットマネジメント株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー E特

大和証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

立花証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社千葉銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ちばぎん証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社中国銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ドイツ証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

東海東京証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

東洋証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

● な行

内藤証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

長野證券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

中原証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ナティクシス日本証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社西日本シティ銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

西村証券株式会社 ○ － － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

日興アセットマネジメント株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー E特

日産証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ○ ー

株式会社日本カストディ銀行 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 登信

日本証券金融株式会社 ○ － － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 登信

ニュース証券株式会社 ○ － － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

農林中金全共連アセットマネジメント株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー E特

野村アセットマネジメント株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー E特

野村證券株式会社 ○ ○ ○ ○ ー ー ー ○ ー ー ー ー

野村信託銀行株式会社 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 登信
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5. 清算参加者一覧-続き

清算参加者名 現物清算資格
国債先物等
清算資格

指数先物等
清算資格

貴金属先物等
清算資格

ゴム先物等
清算資格

農産物先物等
清算資格

原油先物等
清算資格

エネルギー先
物等清算資格

堂島農産物先
物等清算資格

堂島砂糖先物
等清算資格

堂島貴金属先
物等清算資格

ETF
設定交換

● は行

バークレイズ証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － － －

八十二証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

ばんせい証券株式会社 － － ○ － － － － － － － － －

ＢＮＰパリバ証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

BofA証券株式会社 ★ ★ ★ － － － － － － － － －

光証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

広田証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

フィリップ証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － －

株式会社福岡銀行 － ○ － － － － － － － － － －

フジトミ証券株式会社 － － － ○ ○ ○ － ○ － － － －

ブラックロック・ジャパン株式会社 － － － － － － － － － － － E特

北辰物産株式会社 － － － ○ ○ ○ ○ ○ － － － －

● ま行

松井証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

マッコーリーキャピタル証券会社 ○ － － － － － － － － － － －

マネックス証券株式会社 ○ － ○ － － － － － － － － －

丸国証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

丸三証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

丸八証券株式会社 ○ － － － － － － － － － － －

三木証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

株式会社みずほ銀行 － ○ － － － － － － － － － －

みずほ証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

三田証券株式会社 ○ － ○ － － － － － － － － －

株式会社三井住友銀行 － ○ － － － － － － － － － －

三井住友信託銀行株式会社 － ○ － － － － － － － － － －

三井住友DSアセットマネジメント株式会社 － － － － － － － － － － － E特

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式
会社

－ － － － － － － － － － － E特

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 － ○ － － － － － － － － － －

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 － － － － － － － － － － － E特

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

水戸証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

moomoo証券株式会社 ○ － ○ － － － － － － － － －

むさし証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 ○ ○ ○ － － － － － － － － －
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5. 清算参加者一覧-続き

清算参加者名 現物清算資格
国債先物等
清算資格

指数先物等
清算資格

貴金属先物等
清算資格

ゴム先物等
清算資格

農産物先物等
清算資格

原油先物等
清算資格

エネルギー先
物等清算資格

堂島農産物先
物等清算資格

堂島砂糖先物
等清算資格

堂島貴金属先
物等清算資格

ETF
設定交換

● や行

山二証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

山和証券株式会社 － ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ＵＢＳ証券株式会社 － ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

豊証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー

豊トラスティ証券株式会社 ー ー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー

株式会社横浜銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

● ら行

楽天証券株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー

リーディング証券株式会社 ○ － － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

株式会社りそな銀行 － ○ － ー ー ー ー ー ー ー ー ー

リテラ・クレア証券株式会社 ○ ○ ○ ー ー ー ー ー ー ー ー ー
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クライアント・クリアリングの取扱い有り：●

CDS清算参加者 （11社）

金利スワップ清算参加者 （26社）

国債店頭取引清算参加者（41社）
清算資格の区分 ○：自社清算参加者 ★：他社清算参加者

清算参加者名

ＳＭＢＣ日興証券株式会社

ゴールドマン・サックス証券株式会社

シティグループ証券株式会社

大和証券株式会社

ドイチェ・バンク・アクチエンゲゼルシヤフト（ドイツ銀行）

野村證券株式会社

バークレイズ・バンク・ピーエルシー（バークレイズ銀行）

ビー・エヌ・ピー・パリバ（ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行）

BofA証券株式会社

みずほ証券株式会社

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

5. 清算参加者一覧（2023年6月30日現在）

清算参加者名 区分

株式会社あおぞら銀行 ○

上田八木短資株式会社 ★

HSBC証券株式会社 ○

SMBC日興証券株式会社 ○

株式会社SBI証券 ○

岡三証券株式会社 ○

クレディ・アグリコル証券会社 ○

クレディ・スイス証券株式会社 ○

ゴールドマン・サックス証券株式会社 ○

シティグループ証券株式会社 ○

JPモルガン証券株式会社 ○

しんきん証券株式会社 ○

信金中央金庫 ○

セントラル短資株式会社 ○

セントラル東短証券株式会社 ○

ソシエテ・ジェネラル証券株式会社 ○

大和証券株式会社 ○

ドイツ証券株式会社 ○

東海東京証券株式会社 ○

東京短資株式会社 ○

ナティクシス日本証券株式会社 ○

清算参加者名 区分

株式会社あおぞら銀行

ＳＭＢＣ日興証券株式会社

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメ
ント・バンク

クレディ・スイス証券株式会社

ゴールドマン・サックス証券株式会社

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッド

ＪＰモルガン証券株式会社

シティグループ証券株式会社 ●

信金中央金庫

ソシエテ・ジェネラル（ソシエテ・ジェネラル銀行）

大和証券株式会社

ドイチェ・バンク・アクチエンゲゼルシヤフト（ドイツ銀行）

日本生命保険相互会社

農林中央金庫

野村證券株式会社 ●

バークレイズ・バンク・ピーエルシー（バークレイズ銀行） ●

ビー・エヌ・ピー・パリバ（ビー・エヌ・ピー・パリバ銀行）

BofA証券株式会社

株式会社みずほ銀行 ●

株式会社三井住友銀行

三井住友信託銀行株式会社 ●

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 ●

ユービーエス・エイ・ジー（銀行）

株式会社りそな銀行

清算参加者名 区分

株式会社日本カストディ銀行 ○

日本証券金融株式会社 ○

日本相互証券株式会社 ○

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 ○

農林中央金庫 ○

野村證券株式会社 ○

野村信託銀行株式会社 ○

バークレイズ証券株式会社 ○

BNPパリバ証券株式会社 ○

BofA証券株式会社 ○

株式会社みずほ銀行 ○

みずほ証券株式会社 ○

株式会社三井住友銀行 ○

三井住友信託銀行株式会社 ○

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 ○

株式会社三菱UFJ銀行 ○

三菱UFJ信託銀行株式会社 ○

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 ○

株式会社ゆうちょ銀行 ○

UBS証券株式会社 ○
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財務諸表・会社情報
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債務引受等の状況（ 一日平均、片道ベース）

（兆円）

* 日経225先物取引の債務引受額

業務統計

2023.3期 2022.3期

株式等の取引 *1 債務引受額 4.5兆円 4.3兆円

債務引受数量 22.5億株 21.6億株

金融デリバティブ取引 *2 債務引受額
債務引受数量

10.5兆円 10.2兆円

144.0万単位 137.5万単位

商品デリバティブ取引
債務引受額 0.2兆円 0.2兆円

債務引受数量 6.4万単位 7.1万単位

（兆円）

（兆円）

債務引受額等の推移(2022年4月-2023年3月）

長期国債先物取引の債務引受額の推移（一日平均）上場株式に係る債務引受額の推移（一日平均）

*1 貸借・品貸及びETF設定・交換を含む
*2 ミニ取引及びオプション取引を含む

指数先物取引の債務引受額の推移（一日平均） 商品デリバティブ取引の債務引受額の推移（一日平均）

（兆円）

0

1

2

3

4

5

6

22/4 5 6 7 8 9 10 11 12 23/1 2 3

債務引受額

0

1

2

3

4

5

6

22/4 5 6 7 8 9 10 11 12 23/1 2 3

債務引受額

0

1

2

3

4

22/4 5 6 7 8 9 10 11 12 23/1 2 3

債務引受額

0

0.1

0.2

0.3

0.4

22/4 5 6 7 8 9 10 11 12 23/1 2 3

債務引受額



29

債務引受等の状況（ 一日平均、片道ベース）

*1 インデックス取引とシングルネーム取引の合計値
*2 CDS取引は債務負担を行った1回あたり平均

CDS取引に係る債務負担金額等の推移
（債務負担を行った一回あたり平均）

国債店頭取引における債務引受高等の推移（一日平均）

金利スワップ取引に係る債務負担金額等の推移（一日平均）

業務統計

2023.3期 2022.3期

CDS取引*1 *2 債務負担額 484億円 403億円

債務負担件数 28件 20件

金利スワップ取引
債務負担額 5.7兆円 3.1兆円

債務負担件数 552件 321件

国債店頭取引
債務引受高（額面） 106.4兆円 84.5兆円

債務引受件数 0.68万件 0.59万件

（十億円） （件）

債務引受額等の推移(2022年4月-2023年3月）

（兆円） （件）

（兆円） （千件）
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貸借対照表

財務諸表

科 目 2023年3月31日 2022年3月31日 科 目 2023年3月31日 2022年3月31日

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 9,073,153 6,445,243 流 動 負 債 8,984,743 6,363,239

現金及び預金 88,004 81,802 営業未払金 1,901 1,896
営業未収入金 3,403 3,331 未払金 18 24
前払費用 714 927 未払費用 62 53
取引証拠金特定資産 2,933,384 2,683,738 未払法人税等 1,279 1,530
取引証拠金金銭信託 0 0 預り金 4 9
当初証拠金特定資産 117,936 99,669 前受収益 26 22
清算基金特定資産 491,399 441,691 賞与引当金 244 244
清算基金金銭信託 0 0 役員賞与引当金 72 93
決済促進担保金特定資産 44,112 61,411 預り取引証拠金 2,933,384 2,683,738
売買証拠金特定資産 100 100 預り当初証拠金 117,936 99,669
受渡代金 166 522 預り清算基金 491,399 441,691
CDS証拠金特定資産 104,929 113,630 預り決済促進担保金 44,112 61,411
CDS証拠金金銭信託 14,573 11,317 預り売買証拠金 100 100
CDS清算基金特定資産 32,909 39,658 預り受渡代金 166 522
CDS清算基金金銭信託 100 145 預りCDS証拠金 119,502 124,947
IRS証拠金特定資産 1,685,666 587,198 預りCDS清算基金 33,009 39,803
IRS証拠金金銭信託 958,836 791,877 預りIRS証拠金 2,644,502 1,379,076
IRS清算基金特定資産 13,670 66,130 預りIRS清算基金 32,819 108,561
IRS清算基金金銭信託 19,149 42,430 預りJGB証拠金 2,390,520 1,070,594
JGB証拠金特定資産 2,390,520 1,070,594 預りJGB清算基金 173,546 349,047
JGB清算基金特定資産 173,546 349,047 その他 133 199
その他 30 17

固 定 負 債 137 127
固 定 資 産 1,788 2,482 退職給付引当金 137 127

有形固定資産 30 35

建物 25 30
工具、器具及び備品 5 4 負 債 合 計 8,984,881 6,363,366

無形固定資産 437 580

ソフトウェア 319 538 純 資 産 の 部

その他 117 41 株 主 資 本 90,061 84,359

投資その他の資産 1,321 1,867 資本金 9,584 9,584
出資金 1 1 資 本 剰 余 金 9,476 9,476
長期前払費用 1,044 1,581 資本準備金 9,476 9,476
繰延税金資産 211 220 利 益 剰 余 金 71,001 65,298
その他 64 64 利益準備金 50 50

その他利益剰余金 70,951 65,248
証券取引等決済保証積立金 44,740 44,740
別途積立金 20,508 14,322
繰越利益剰余金 5,702 6,186

純資産合計 90,061 84,359
資 産 合 計 9,074,942 6,447,726 負債・純資産合計 9,074,942 6,447,726

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）
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損益計算書

株主資本等変動計算書

財務諸表

（単位：百万円）

2022年4月1日～2023年3月31日 2021年4月1日～2022年3月31日

営業収益 29,118 29,272

清算手数料 27,738 27,730

固定手数料 169 174

銘柄管理手数料 505 497

その他 704 869

営業費用 20,848 20,308

営業利益 8,269 8,963

営業外収益 2 6

受取利息 1 4

その他 0 1

営業外費用 0 0

経常利益 8,272 8,970

税引前当期純利益 8,272 8,970

法人税、住民税及び事業税 2,561 2,772

法人税等調整額 8 10

当期純利益 5,702 6,186

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(単位：百万円)

株主資本

純資産合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

証券取引等
決済保証
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金

2022年4月1日～2023年3月31日

当期首残高 9,584 9,476 9,476 50 44,740 14,322 6,186 65,298 84,359 84,359

当期変動額

別途積立金の積立 － － － － － 6,186 △ 6,186 － － －

証券取引等決済保証積立金の積立 － － － － － － － － － －

当期純利益 － － － － － － 5,702 5,702 5,702 5,702

当期変動額合計 － － － － － 6,186 △ 484 5,702 5,702 5,702

当期末残高 9,584 9,476 9,476 50 44,740 20,508 5,702 71,001 90,061 90,061

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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役員一覧（2023年6月30日現在）

組織図（2023年6月30日現在）

業務執行体制

株主総会

取締役会 監査役・監査役会 監査役室

代表取締役

諮問会議体

内部監査室

執行役員会

リスク管理会議

CRO 執行役員

各業務共通
• リスク委員会
• 措置評価委員会

証券取引等清算業務
• 上場商品運営委員会

CDS清算業務
• CDS運営委員会
• CDS破綻管理委員会
• JSCC決定委員会

金利スワップ取引清算業務
• 金利スワップ運営委員会
• 金利スワップ破綻管理委員会

国債店頭取引清算業務
• 国債店頭取引運営委員会
• 国債店頭取引破綻管理委員会

総合管理室 清算企画部
国債店頭取引

清算部
OTCデリバティブ

清算部
取引所取引

清算部

会社情報

代表取締役社長 小沼 泰之

取締役 平野 剛

取締役（非常勤） 浅井 公広 （日興アセットマネジメント㈱ 常務執行役員）

取締役（非常勤） 大橋 和彦 （一橋大学大学院 経営管理研究科教授）

取締役（非常勤） 木村 現 （BofA証券㈱ 取締役）

取締役（非常勤） 坂田 秀樹 （野村證券㈱ 執行役員 グローバル・マーケッツ担当）

取締役（非常勤） 佐々木 大志
（㈱みずほフィナンシャルグループ執行役 グローバル

マーケッツカンパニー共同カンパニー長）

取締役（非常勤） 二木 聡 （㈱日本取引所グループ 常務執行役）

常勤監査役 鈴木 淑彦

監査役 森下 国彦 （弁護士）

監査役 弥永 真生 （明治大学大学院会計専門職研究科 教授）

代表取締役社長 小沼 泰之

常務執行役員 平野 剛
清算企画・OTCデリバティブ清算・国債店頭取引清算
担当

執行役員 礒本 直樹 総合管理室・取引所取引清算・総合取引所推進担当

執行役員 垣﨑 和久 東京拠点被災時統括

清算リスク管理部
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会社概要（2023年6月30日現在）

会社情報

商号 株式会社 日本証券クリアリング機構

英文商号 Japan Securities Clearing Corporation 

代表者 代表取締役社長 小沼 泰之

所在地 〒103-0026 東京都中央区日本橋兜町2-1

設立年月日 2002年7月1日（業務開始 2003年1月14日）

資本金 95億8千万円

株主（持株比率） ● A種類株式
・(株)日本取引所グループ（100.0％)

● D種類株式
・(株)日本取引所グループ （52.9%）
・上田八木短資株式会社 （1.9%）
・株式会社岡三証券グループ（1.9%）
・クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア・ビー・ヴィ (1.9%)
・クレディ・スイス証券株式会社（1.9%）
・JPモルガン証券株式会社（1.9%）
・セントラル短資株式会社 (1.9%)
・セントラル東短証券株式会社 (1.9%)
・大和証券株式会社（1.9%）
・東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社（1.9%）
・東京短資株式会社（1.9%）
・ドイツ証券株式会社（1.9%）
・日本証券金融株式会社（1.9%）
・日本相互証券株式会社（1.9%）
・農林中央金庫（1.9%）
・野村ホールディングス株式会社（1.9%）
・バークレイズ証券株式会社（1.9%）
・BNPパリバ証券株式会社（1.9%）
・BGCショウケンカイシャリミテッド（1.9%）
・株式会社三井住友銀行（1.9%）
・BofA証券株式会社（1.9%）
・モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社（1.9%）
・UBS証券株式会社（1.9%）
・みずほ証券株式会社（1.7%）
・株式会社三菱UFJ銀行（0.9%）
・三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社（0.9%）
・株式会社みずほ銀行（0.2%)

● B種類株式
・(株)日本取引所グループ （100.0％)

● C種類株式
・(株)日本取引所グループ （60.4％)
・クレディ・スイス証券株式会社 (2.2％)
・ゴールドマン・サックス証券株式会社 (2.2％)
・JPモルガン証券株式会社 (2.2％)
・シティグループ証券株式会社 (2.2％)
・ソシエテ・ジェネラル（ソシエテ・ジェネラル銀行） (2.2％)
・株式会社大和証券グループ本社 (2.2％)
・ドイツ証券株式会社 (2.2％)
・バークレイズ・バンク・ピーエルシー（バークレイズ銀行）(2.2％)
・野村ホールディングス株式会社 (2.2％)
・BNPパリバ証券株式会社 (2.2％)
・株式会社みずほ銀行 (2.2％)
・株式会社三井住友銀行 (2.2％)
・三井住友信託銀行株式会社 (2.2％)
・株式会社三菱UFJ銀行 (2.2％)
・BofA証券株式会社 (2.2％)
・モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 (2.2％)
・ユービーエス・エイ・ジー（銀行） (2.2％)
・株式会社りそな銀行 (2.2％)
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公開情報

JSCC 規則 https://www.jpx.co.jp/jscc/kisoku.html

FMI原則（金融市場インフラのための原則）*に基づく開示
* 支払・決済システム委員会、証券監督者国際機構が2012年4月に公表した「金融市場インフラのための原則」。FMI

原則は、金融市場インフラに対し、組織一般、信用・資金流動性リスク管理、破綻時処理、効率性、透明性等の多様
な項目についてより高い水準を求める国際基準であり、安全で効率的な制度設計と業務運営のために必要な要素が含
まれている。なお、支払・決済システム委員会は、2014年9月1日に決済・市場インフラ委員会に名称を変更。

https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi.html

FMI原則の遵守状況 https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi_pdf.html

定量的な情報開示 https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi_pdf2.html

ガバナンス運営ガイドライン https://www.jpx.co.jp/jscc/risk/governance.html

清算参加者一覧

上場商品 https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/sankasha/joujou2.html

CDS https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/cds/cds2.html

金利スワップ https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/irs/irs2.html

国債店頭取引 https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/tentou/tentou2.html

清算・決済サービス https://www.jpx.co.jp/jscc/seisan.html

リスク管理 https://www.jpx.co.jp/jscc/risk.html

ビジネス・コンティニュイティ・プラン(BCP) https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/bcp.html

統計情報 https://www.jpx.co.jp/jscc/toukei.html

https://www.jpx.co.jp/jscc/kisoku.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi_pdf.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/fmi_pdf2.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/risk/governance.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/sankasha/joujou2.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/cds/cds2.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/irs/irs2.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/sankasha/tentou/tentou2.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/seisan.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/risk.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/kaisya/bcp.html
https://www.jpx.co.jp/jscc/toukei.html
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